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地方からの要望について ～農業を基点に～ 

 

花巻農業協同組合      

代表理事組合長 高橋専太郎  

 

１ ． 地 域 経 済 、 生 産 現 場 の 現 状  

○ 農業生産者の高齢化が深刻化（ 6 5 歳以上が 5 割）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 農業の後継者不足が深刻化。集落の維持が困難になっている。  

 

 ○ 農業所得の減少により、地域経済が落ち込み、地方の購買力が低下。  

【農業純生産（農業所得）の推移】 
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資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」  

 

【農業就業人口の推移（全国）】 

資料３ 
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○ 日本全体は回復傾向だが、地方経済はこのように厳しい状況。  

 

○ 『「地域農業の維持が困難」⇒「集落の維持が困難」⇒「地方経済の崩

壊」』の動きが、目の前の課題である。特に、農業・地域の厳しさが増す

なかで、この動きが加速化。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜ ポ イ ン ト ＞  

①経済活性化の流れを地方隅々に行き渡るようにする政策が必要である。

 ⇒東京に本社を置くような大企業が恩恵を受ける施策だけでなく、地方

にいる農林漁業者・中小企業等にも配慮した施策が大事である。 

 

②そのためには、大企業や都市に対する施策と、農業や地方に対する施策

は、しっかり区分けすることが必要ではないか。 

 

③また、新たな農業政策、地域経済政策について、早期に法制化し、安定

的に進めて欲しい。 

 

④秋に示される予定の減税措置など成長戦略では、第 1 次産業に配慮した

ものが必要である。 

 

【米の価格と生産費の推移】 
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２ ． 国 民 消 費 の 動 向  

○   我が国の人口は、今後減少（ 2 0 6 0 年には 8 7 0 0 万人。年 1 0 0 万人減少）。  

 

 ○ 人口の減少に伴い、食料消費も減少する見込み（コメは▲ 6 万ｔ /年）  

 

○ 近い将来、人口が減少する中で、先行的に課題が深刻化している地方

では、十分対応できていない。 

 

○ 高齢化による食料消費の減少に加え、家庭における食料消費の動向が

大きく変化（少量化、パン食化、中食化・外食化）。 

 

 ○ 経済環境の変化もあり、食料品の販売形態も大きく変化（低価格チェ

ーン店の増加、大規模小売店やコンビニの販売割合の増加）。  

 

 ○ 農村においても外食化、少量化が進行する一方、買い物難民の増加（高

齢者の約２割（ 6 0 0 万人）が買い物に不便と回答）  

  

 ○ 地域経済が、消費の変化に十分対応できていない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ ポ イ ン ト ＞  

①人口が減る中での経済発展モデルを描くことが必要である。 

⇒その場合、グローバル化等は地方に恩恵が及びにくいことに十分配慮

する必要がある。 

 ⇒地方の若者が将来を見通せるような、地域経済政策が必要ではないか。

 

②需要構造の変化に対応した生産・販売体制の構築とあわせて、消費・販

売形態においても、地方の経済に配慮した取組みが必要である。 

 ⇒流通・消費への対応は、我が国の食文化等の観点からも重要である。

 ⇒増加する農産物加工品の原料原産地表示や地域表示（地理的表示）の

拡大をお願いしたい。 

 ⇒我々は、安全・安心な農産物を生産しなければならないという使命感

で、生産活動をしている。 
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３ ． Ｊ Ａ い わ て 花 巻 の 取 組 み  

① 組合員意向調査を実施した結果、次のことが課題となっている。  

ア．高齢化・後継者不足により生産性向上ができない  

イ．機械設備コストの低減  

 ② このため、下記の取り組みを実施している。  

  ア．利用型施設（ＣＥ、ＲＣ等）の充実による組合員の所得向上対策  

  イ．持続的農業経営の確立のための集落営農の推進  

 ③ 現在は、支店を単位（概ね学区単位）に、地域農業振興・地域コミュ

ニティの活性化に向け、２７支店行動計画を策定・実践している。その

共通のテーマとして、次の取り組みを実施している。  

  ア．集落の再編 

・2 0～ 3 0 戸では地域営農のビジョンが描きにくいことなどから、7 0～

1 0 0 戸に再編。ＪＡから助成（約 1 億 3 千万円）等を実施  

・混住化社会における次世代との絆づくり  

・農村の歴史的伝統文化を継承した人づくり・組織づくり  

  イ．全集落で「人・農地プラン」を策定 

・全てのＪＡ職員を策定支援担当として集落に配置。プラン策定は、地

域との信頼関係があって実現できる。  

  ウ．集落営農の推進 

   ・担い手経営体が中心となって集落営農の取組みを推進。  

・ＪＡ職員ＯＢによる集落トータルアドバイザーを設置（ 1 3 名）。  

  エ．混住化における次世代組合員とＪＡとの関係構築 

④沿岸被災地に対する復旧・復興支援  

・ＪＡが中心となって緊急食糧支援等を実施  

 

 
＜ ポ イ ン ト ＞  

①地域農業、地域コミュニティの活性化の中心となる担い手が必要である。

⇒多くの地域では、ＪＡが地域の取組みを支え続けている（ＪＡの役割

が大きい）。 

⇒地域の担い手として、ＪＡ等の組織をどう位置付けるか。また、自治

体とこうした組織が一体となった体制の構築が必要である。 

②地域農業・地域経済を守り、活性化するためには、集落全体の取組みが

必要。また、その取組みを支える人・組織も必要である。 

 ⇒大規模農家の取組みだけでは、集落・地域農業は守れない。その農家

も持続できない。新たな農政において、集落営農をしっかり位置づけ

ることが必要である。 

 ⇒農村の歴史的伝統文化の継承が必要。これが何百年もの間、集落を形

成し、住む者相互の絆を強め、訪れる者に癒しを提供し、国土の環境

保全を担ってきた。 
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 ⑤ また、以前より 6 次産業化の取組みを実践してきました。  

  ア．直売所「母ちゃんハウスだぁすこ」 

・ＪＡ女性部活動から発展し、開設。年間売上高は１０億円を超える。 

・米単作地帯・厳寒地であることから、品揃えが難しいという課題を、

ＪＡ女性部のリーダー達が中心になって、研修・研究を重ね、野菜の

周年栽培、出荷に結び付けるとともに、農家の女性達が古くから培っ

てきた技をもって、加工による付加価値を高めている。 

 

 【収支状況】                （単位：千円） 

  Ｈ10  Ｈ15  Ｈ20  Ｈ24  

事業収益 3 2 9 , 7 3 8 7 3 8 , 2 5 0 1 , 0 3 2 , 2 6 9 1 , 0 6 2 , 2 5 2  

事業費用 3 0 0 , 3 8 9 6 5 7 , 1 2 5 9 0 5 , 9 4 4 9 5 4 , 5 1 8  

事業総利益 29 , 3 4 9 8 1 , 1 2 5 1 2 6 , 3 2 5 1 0 7 , 7 3 4  

事業管理費 29 , 3 4 9 7 8 , 8 2 3 1 0 5 , 7 7 5 5 7 , 9 8 1  

損益分岐点 32 9 , 7 3 8 7 1 1 , 4 7 1 8 5 9 , 0 2 4 8 5 3 , 3 6 7  

 

イ．プロ農夢（（株）ＪＡグリーンサービス花巻 プロ農夢花巻事業本部） 

  ・雑穀の生産・販売業務、農業機械等のリース事業、育苗・洋蘭の生

産・販売 

 

 【収支状況】                （単位：千円） 

  Ｈ10  Ｈ15  Ｈ20  Ｈ24  

事業収益 9 2 , 1 3 0 2 9 8 , 3 0 4 7 9 6 , 4 7 6 5 2 5 , 5 2 9  

事業費用 7 0 , 0 6 9 2 5 6 , 1 4 8 6 8 1 , 0 9 5 4 1 3 , 1 7 1  

事業総利益 2 2 , 0 6 1 4 2 , 1 5 6 1 1 5 , 3 8 1 1 1 2 , 3 5 8  

事業管理費 2 1 , 2 1 9 4 4 , 2 9 9 9 4 , 4 4 5 1 0 8 , 4 6 9  

損益分岐点 8 8 , 4 4 6 3 1 4 , 4 7 3 6 4 0 , 8 3 6 5 0 6 , 4 5 0  

 

ウ．ハヤチネフーズ（同ハヤチネフーズ事業本部） 

・乳製品を中心とした農畜産物の加工及び販売 

 

【収支状況】                （単位：千円） 

  Ｈ10  Ｈ15  Ｈ20  Ｈ24  

事業収益 8 1 , 8 8 4 4 1 0 , 0 5 0 3 6 8 , 3 0 5 3 4 3 , 2 0 7  

事業費用 5 1 , 3 0 8 3 1 2 , 3 4 0 2 7 6 , 6 6 7 2 4 6 , 3 5 4  

事業総利益 3 0 , 5 7 6 9 7 , 7 1 0 9 1 , 6 3 8 9 6 , 8 5 3  

事業管理費 2 8 , 3 9 4 1 0 4 , 1 2 6 8 4 , 8 8 8 9 0 , 5 6 2  

損益分岐点 7 5 , 3 4 4 4 6 1 , 8 1 8 2 8 7 , 6 0 1 2 9 4 , 3 9 4  
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＜ ポ イ ン ト ＞  

①地域６次産業化を進めることは、地域農業・地域経済の活性化の観点か

ら必要であるが、経営収支は非常に厳しい。 

 

②農業者を支援するため、6 次産業化や営農サポートをＪＡで法人等を設

立し、積極的に支援していくことが必要である。 

 

③女性の力を地域農業・地域経済の活性にフル活用していくべきである。
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４ ． 結 論 （ 要 望 ）  

①農村の歴史的伝統・文化・絆・多面的機能等を重視した日本人らしい政策

をお願いしたい。 

＊ＴＰＰをはじめ、行きすぎたグローバル化や市場原理主義では地域経済は成り立

ちません。 

 

②新たな農政、地域活性化策の安定化（日本型直接支払い制度の法制化等）

を望む。 

 

③第 1 次産業にも大胆な成長戦略に係る措置が必要である。 

 （例）研究開発税制等をモデルとした農地集積・設備投資等促進税制の確立 

  

④地方で若者があらゆるチャレンジをできるような政策支援が必要である。 

 （例）地方で起業・就農をするような場合に、地域でこれをサポートする取り組み

への支援を強化 

 （例）地方大学と地元のＪＡなど企業との連携を強化 

 

⑤食品流通の改善や食農教育のより一層強化が必要である。 

 （例）大規模小売店等に対する適正な価格転嫁の推進 

 （例）学校給食、病院、大規模小売店等での地元産の活用を国の施策としてやって

欲しい。  

 

⑥需要構造の変化に対応した生産・流通体制の構築の加速化が必要である。 

 （例）老朽化した施設の補修・更新等に係る支援の強化（農業施設の老朽化が進ん

でいる） 

 （例）生産や流通の効率化に向けた規制改革の実行（肥料や農薬の審査手続きの簡

素化、家畜の検査等における獣医療行為の緩和など） 

 

⑦地域経済を活性化させるのはＪＡしかいないと思う（地域住民がＪＡに期

待している）。真に農業・地域のためになる規制改革をお願いしたい。 

 ＊地域農業の牽引役として、協同組合原則に沿った事業運営を展開しながら、社会

的使命を担っているのがＪＡであり、信共分離や企業の農地所有などの議論はあて

はまらない。 

 

⑧行政・関係団体による一体的な地域農業・地域活性化の推進体制の構築が

必要である。 

 *こうした体制を構築した場合の事務支援が必要である。 
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⑨集落・地域での徹底した話し合いに基づく取組みに支援をお願いしたい。 

 ＊各地域で、地域の持つ価値・財産の創出・フル活用するための道筋の明確化する

プランが必要。その支援を国が積極的に行って欲しい。 

 

⑩農業を基点とした地域活性化をはかるためにも、省庁間の垣根を越えた政

策の確立・運営が必要ではないか。 

 ＊まずは、各省庁で農業を基点とした地域活性化を進める場合、ＪＡ等の関係者と

しっかりコミュニケーションをとる必要があるのではないか。 

 ＊花巻市とＪＡいわて花巻は、地域農業を一体的に推進するため、ワンフロア化を

行った。 

 

 


